
健全化判断比率
実質赤字比率

一般会計等の赤字比率

名  張  市

－

早期健全化基準

12.74％

財政再生基準

20.00％

連結実質赤字比率
全ての会計の赤字比率

－ 17.74％ 35.00％

実質公債費比率
借金返済額などの大きさから
財政の弾力性を判断する指標

16.5％
(+0.6％) 25.0％ 35.0％

将来負担比率
市が抱える負債の残高から将
来財政への圧迫度をみる指標

350.0％ －225.0％
(+6.0％)

※算定数値が無いものについては、「―」を表示しています。
※連結実質赤字比率の財政再生基準は、制度導入後の 3年間の経過
措置として、平成 22 年度は規定の率に 5%上乗せを行った数値
です。
※（　）内は平成 21年度比

財政の健全度は？

　自治体の財政健全度を判断する「健全化判断比
率」。下表の 4つの指標のいずれかが、早期健全化
基準を超えると「財政健全化団体」となり、今より
も事業の抑制を図らざるを得なくなります。また、
将来負担比率を除く 3指標のいずれかが財政再生基

準を超えると破
は た ん

綻とみなされ、「財政再生団体」となります。そ
うなれば、事実上、国の管理下に入り、行政サービスが著しく
低下することが見込まれます。

9 月 30 日現在　（一般会計）
平成23年度予算執行状況 歳

入
予算額　　264億 1,432 万円　
収入済額　119億 503 万円

歳
出

【執行率 45.1％】 予算額　　264億 1,432 万円　
支出済額　119億 4,853 万円

【執行率 45.2％】
※予算額は前年度分からの繰越事業収支を含

　平成 22 年度は、0.767（過去 3 ヵ年平均）と、県内 14 市で 6 番
目に高く、財政基盤は中程度だといえます。最も高いのは、亀山市の
1.279、最も低いのが熊野市の0.294 となっています。

財政指標、県内14市での比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 22年度普通会計）

■ 財政力指数…6番目に高く、財政基盤は中程度

■ 経常収支比率…2番目に悪く、財政にゆとりなし
　経常収支比率（92.3％）は、昨年度より 0.8 ポイント減少したもの
の、県内 14市で 2番目に高く、いまだ財政にゆとりがない状況である
と分かります。最も低いのは、熊野市の 82.4％、最も高いのが桑名市
の 94.3％となっています。※検証 4（2ページ）をご覧ください。

■ 実質公債費比率…ワースト 1
　「実質公債費比率」16.5％は、早期健全化基準は下回ったものの、県内
14市で一番高い数値です。最も低いのは、亀山市の3.1％となっています。

■ 一人あたりの市債残高…5番目に少ない
　普通会計での市債残高（292 億 497 万円）は、市民一人あたりで約
36万円。県内で 5番目に少ない額です。最も少ないのは、鈴鹿市の約
24万円。最も多いのは、熊野市の約 62万円となっています。

■ 一人あたりの基金残高…最も少ない
　基金残高（30億 2,086 万円）は、市民一人あたりで約 4万円。県内
14市で最も少ない額です。最も多いのは、いなべ市で約 22万円です。

検証8検証9
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早期健全化基準はクリアしました

平成 22 年度決算を検証

決
算
の
ま
と
め
・
今
後
の
財
政
運
営

平
成
22
年
度
決
算
は
、
一
般
会
計
・

特
別
会
計
で
黒
字
決
算
と
な
り
ま

し
た
。
こ
れ
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご

協
力
を
い
た
だ
き
な
が
ら
、
人
件
費
の

抑
制
、
事
務
事
業
の
見
直
し
、
民
間
活

力
の
導
入
、市
有
財
産
の
売
却
な
ど
、「
財

政
早
期
健
全
化
計
画
」
や
「
市
政
一
新

プ
ロ
グ
ラ
ム
ー
完
結
編
ー
」
に
よ
る
行

財
政
改
革
に
取
り
組
ん
だ
成
果
で
あ
る

と
考
え
ま
す
。
加
え
て
、
国
の
地
域
主

権
の
確
立
に
向
け
た
地
方
財
源
の
拡
充

政
策
や
、
地
域
活
性
化
に
か
か
る
経
済

対
策
事
業
に
伴
う
歳
入
増
加
な
ど
も
大

き
な
要
因
で
す
。

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
す
が
、
市

民
の
安
全
安
心
の
確
保
を
目
指
し

た
消
防
庁
舎
・
防
災
セ
ン
タ
ー
の
整
備

や
小
中
学
校
の
耐
震
改
修
、
希
央
台
公

益
施
設
用
地
活
用
事
業
、
近
畿
大
学
工

業
高
等
専
門
学
校
の
誘
致
な
ど
を
実
現

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
ま
た
、
財

政
運
営
面
で
も
、
借
金
に
あ
た
る
市
債

残
高
は
、
実
質
的
な
地
方
交
付
税
で
あ

る
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
と
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

国
は
、
８
月
に
「
平
成
24
〜
26

年
度
、
地
方
の
一
般
財
源
の

総
額
に
つ
い
て
は
、
実
質
的
に
こ

れ
ま
で
の
水
準
を
確
保
す
る
」
と

し
て
い
ま
す
。
一
方
で
、
東
日
本

大
震
災
復
興
に
か
か
る
膨
大
な
財

源
の
あ
り
方
や
、
国
の
経
済
動
向

に
よ
り
、
市
の
財
政
運
営
は
大
き
く

影
響
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

引
き
続
き
、
国
や
経
済
の
動
き
を
注

視
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　「財政力指数」とは、〝標準的な行政活動を行うのに必
要な支出額〟に対する〝税収入などの基本的な収入額〟
の割合を示します。これは財政の基盤の強さを表す指標
で、数値が大きいほど財源に余裕があるとされます。

　「実質公債費比率」とは、収入に対する借金返済額の
割合で、借金の額が適正かを判断する数値です。18％
を超えると市債の借り入れに県知事の許可が必要にな
り、25％を超えると借り入れが制限されます。

　平成 22年度は、下表のとおり、いずれの数値も早期健全化基準を
下回りました。今後、実質公債費比率の上昇や平成 24年度には実質
赤字の発生が見込まれますが、「財政早期健全化計画」や「市政一新
プログラムー完結編ー」の取組みにより、早期健全化基準値を下回
る見込みです。

今
年
度
は
、
台
風
12
号
の
災
害
復

旧
な
ど
想
定
外
の
支
出
を
は

じ
め
、
財
源
不
足
を
補
て
ん
す
る
た

め
の
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
に

よ
り
９
月
補
正
後
の
当
基
金
残
高
が

２
億
２
０
０
０
万
円
と
枯
渇
寸
前
に
な

る
な
ど
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政
状

況
に
あ
り
ま
す
。
市
が
作
成
し
た
中
期

財
政
見
通
し
で
は
、
平
成
24
年
度
に
は
、

単
年
度
収
支
の
赤
字
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。
し
か
し
、
平
成
25
年
度
以
降
は
単

年
度
黒
字
と
な
り
、
徐
々
に
累
積
赤
字

を
解
消
し
て
い
く
と
し
て
い
ま
す
。

来
年
度
は
、
財
政
健
全
化
に
向
け
た

正
念
場
と
な
り
ま
す
。「
財
政
早

期
健
全
化
計
画
」
や
「
市
政
一
新
プ
ロ

グ
ラ
ム
ー
完
結
編
ー
」
な
ど
改
革
を
推

し
進
め
、
歳
入
確
保
と
歳
出
抑
制
を
図

り
、
で
き
る
限
り
財
源
の
不
足
額
を
減

ら
し
ま
す
。
改
革
達
成
か
ら
躍
進
へ
と

着
実
な
歩
み
を
進
め
、
将
来
に
わ
た
り

持
続
可
能
な
自
主
自
立
の
自
治
体
の
確

立
に
向
け
た
財
政
運
営
に
取
り
組
ん
で

い
き
ま
す
。

　財政健全化に向
け、平成24年度は、
正念場です。
　将来にわたり持
続可能な自主自立
の自治体を築いて
いくため、改革を
進めていきます。


